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産業連関表と社会的総資本の流通

山田喜志夫

はしがき

レオンチェアが， はじめて 1919年， 1929年のアメリカの産業連関表を

作成して以来，主要資本主義諸国において，次々と連関表が作成されている。

連関表は，国民経済計算の体系において，国民所得計算・社会会計・マネ{

フロー・国民資本勘定等と並んで，不可欠の一環を形成している。また，近

年では，社会主義諸国(ソピェト・ポ戸ランド・ハンガリー等)においても作

成されるに至り，国民経済ノミランスの一環として連関表を計画経済運営の手

段たらしめんとしている九 しかも，産業連関論の理論的基礎は，一般均衡

論であり，かかる点に関して，連関論は政策上においても理論的にも重要な

意義をもっている。

産業連関論には，二つの側面がある。一つは，国民経済の統計資料の綜

合たる連関表の作成であり，他の一つは，連関表l乙基いて投入係数・逆行列

を算定し， ζれによっていわゆる産業連関分析を行う乙とである。

従来，主として第二の側面たる連関分析の理論構造について種々論究さ

れて来ており，多くの問題点がある2)。そして，例えば M.フリードマンは，

連関分析の有効性には否定的であり，連関表の有効性のみを認めている九

連関表の作成については問題が二つあり，第一は連関表の表示形式につ

いてである。連関表は投入係数を算定するための統計値集団であり，しかも

この統計債は，連関表という一定の表示形式の枠のもとに整理，構成されて

いるのであって， ζの表示形式が妥当か否かという問題である。第二は連関

表に記入される統計資料の数値の信頼性，正確性の問題である。第一の問題

については，従来連関表における価格評価・輸入の取扱い法・部門分類の程
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度等の純形式的な問題のみ取り上げられ，連関表の表示形式が客観的な対象

の反映形式として妥当か否かという問題は提出されていない。第二の開題に

ついては，連関表作成の目的のーっとして表作成の過程において， r経済統計
の相互間の有機的関聯性を検討し，経済統計の体系化lζ役立てる。」のことが

あげられているように，表作成lと関聯して統計資料の正確性の問題が生じて

いる。例えば，モノレグンシュテノレンは，連関表に関聯して，貿易統計・授業

統計その他の諸統計数値の吟味を行っている九

本稿では，連関論をめぐる以上の諸問題のうち述関表の表示形式lζ関す

る問題lζ考察の範囲を限定する。連関表の表示形式は，何を反映し何を反映

しないのかを明らかにし，国民経済のどの側面をどのように反映するもので

あるかを考察する。そして，連関表は社会的総資本の流通過程，商品資本の

循環過程のみを不十分な形で反映していることを明らかにしたい。次に ζの

考察の結果に基づいて，我が国の連関表を素材として社会的総資本の流通過

程の各局面を具体的に分析する。ただし，この場合連関表上の数値は，正確

性・信頼性を有するものと仮定して連関表の組み替えを行う。 ζの作業によ

って社会的総資本の再生産と流通lζ関する抽象的な理論では捨象されるとこ

ろの不生産部門，国民所得の再分配等の如き諸問題を，解明することも意図

している。以上の考察を通して，産業連関表の客観的:富義と限界とを確定す

るのが，本稿の課題である。

1) 例えば，次の文献参照。

f. fpe6日OB; K Borrpocy 0 pa3pa60TKe CBO，n:HOrO MaTepHaJIbHOrO 6aJIaHca. 

口JIaHOBOeX0351員CTBO，No. 6， 1959. 

M. 3H，n:eJIbMaH; K Borrpocy 0 rrocTpoeHHH oneTHoro Me双OTpaCJIeBOrO

6aJIaHCa rrpoH3Bo瓦CTBaH pacrrpe，n:eJIeHH耳 rrpo，n:yK~HH B Hapo，n:HoM X03耳員CTBe

CCCP. BecTHHK CTaTHcTHKH. No. 7. 1960. 

刀.6eppH， A. EφHMOB; MeTo江bI rrocTpOeHH5I Me)KOTpaCJIeBOrO 6aJIaHca. 

口JIaHOBOeX0351iICTBO， No. 5， 1960. 

2) 拙稿，産業連関論の検討，総計学，第7号 (1958)参照.

3) InputωOutput Analysis; An Appraisal， 1955， pp.170~172. 
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産業連関表と社会的総資本の流通 山田

4) 通産省調査総計部編: 日本経済の産業巡閲分析， 1956， 30~31 頁.

5) O. Morg巴nstern: On the Accuracy of Economic Observations， 1950， p. 47~96. 

1. 産業連関表と社会的総資本の運動

1 

産業連関表は，国民経済における各部門間の財貨，サ{ピスの流れを表

示しているのであるが，連関表における各部門間の経済取引の主たる部分の

対象ほ財貨である。この財貨は，すでに生産過程を了えて市場ーに出て来た商

品であり， しかも資本制社会においては，乙れら商品は，原則として商品資

本の形態をとっている。連関表は，全ての個々の企業聞の商品したがって資

本の流れだけでなく，企業と家計との聞の商品の流れ，つまり労働者や資本

家の個人的消費lと入り込む商品の流れをも含めた社会的総資本の運動を皮映

している。かくて，連関表は，社会的総生産物=商品資本の循環を皮映して

いるというととができる。社会的総資本にまで総括された諸個別資本の循環

は，資本の固有の循環および個人的消費[と入る商品の循環を内に含むのであ

る。

資本の循環過程は，貨幣資本・生産資本・商品資本の三つの循環の統ー

であるが，連関表は，資本の循環過程の一側面たる商品資本の循環のみを反

映しているのである。商品資本の循環の範式は次の如くであるが，連関表を

ノA
W/[竺a[G-Wi¥長....p......W/
l;-'""l g_ω 

横lζ読むζ とによって，各部門の生産物の販売 W/-G/が示され，縦lζ読む

ことによって，販売に対応して絡み合う購買G-W，g-wが示されている。

したがって，商品資本の循環の全過程のうち，連関表が皮映するのは，W/-

G/・G-W，g-wまでである。 すなわち，循環の最後に現われる阪庁を生

産するための社会的総生産物の配量がなされるところまでである。一般的に
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示すと，W-G-Wの運動を対象としているのである。 しかも，連関表で

は，貨幣の流れは直接対象としないから，W-G-W;をW-wとして反映

しているのであって，各商品が交換され配分された結果，つまり溜品資本の

運動の結果のみが示されるのである。

商品資本の循環の各部分と，連関表の各部分との対応の詳しい考察に入

る前lζ，連関表の基礎tζ横たわる理論構造について少しく考察したい。とい

うのは，現実の連関表では価格で表示された商品の流れが示されているので

あるが，理論上は，価格ではなく，物量表示，物量単位とされているからで

ある。すなわち， レオンチェフは，各部門の産出量や投入量は， rトン・ヤ
戸ノレ・ノミレノレのような適当な物量単位Jl) で表わされてるものとしている。

そして，実際の連関表において，ドノレ等の価額で表示される場合，この値を，

その年の価格のもとで100万ドノレをもって購いうる商品分量と定義した単位

での物量を表わすものと解するのである九 かくの如し価値と使用価値の

統一たる商品を対象としながら，これをたんなる物量，実物と見なしている

のである。

さらに，いわゆるレオンチェフ体系において，価格はいかなる機能を果

しているか考察する必要がある。商品生産社会では，価格の機能を通しです

なわち価植法則を通して，事後的に労働量の配分したがって物量の均衡配分

が達成される。もちろん，たえざる不均衡をもたらすが。しかして，レオン

チェプ体系では，周知のように物量方程式と価格方程式が，次の如く示され

て3) 産出量決定のメカニズムと価格決定のメカニズムが全く無関係に分離

している 4)

[l-A] X = 0 ………- ・・・…………………………………・・ ( 1 ) 

[I-AY P = 0 …………・・・………-・………………………… ( 2) 

価格方程式における投入係数は，物量単位の産出量と投入量との比率として

規定されたものであり，この産出量と投入量との比率は， (1)の物量均衡式lζ
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おいですでに確定されたものである。したがって， (2)式において与えられて

そのまま価額(価いる価格Pは， (1)式によって成立している物量均衡を，

格×数量)においても均衡ならしめるような価格であるにすぎないぺここに

おいては，価格の物量配分の機能が無視され，前提とされた物量均衡を充た

す価格が与えられているにすぎないのである。

以上の考察から明らかなように，産業連関論では，商品の価格の機能が

全く無視され，価格の作用しない実物の世界を想定しているのである。連関

論では商品の価値的側面を無視し，使用価値的側面においてのみ商品を把握

たんなる生産物商品を商品としてでなく，価値視点が欠けている。して，

として反映し，いわんや資本の視点は全く欠けている。連関表は，客観的に

乙れを商品資本としてでなく，は，商品資本の運動を対象としていながら，

しかしながら，連関表たんなる生産物の運動として反映しているのである。

が国民経済における生産物の全ての流れを忠実に反映している限り，表は商

品資本の循環の各要素を全て反映せざるを得ないのであって，次の問題は，

いかに反映しているかである。

連関表は，商品資本の運動をたんなる生産物の運動として反映している

ということを確認した上で，連関表の各部分が，商品資本の循環における販

売と購買をいかに反映しているかについて考察する。いま，連関表の内容を次

ま笹森
良厚
計説棺

.rr; 

図のようにI，IIとIIIに底分するの。

ここでは，輸出入・政府消費は捨象

し，中間需要の部分に含められる不生

一応度外視して議産部門についても，
中閥需尋

I 論を進める。

，A 

w，i竺-G/jG-W¥p 
l w ~ l c;-w 減{前償却

質1tt
利;湖

一
市
川
以
一

上式における 3種類の購買 G-Wか
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ら，先ず検討していく。

(1) G-P"" 資本家による生産手段の購買であって， ζのうち労働対

象(原材料)の購買は 1の縦:111こ示される。これに対応する他の資本家の側

による販売は， 1の横欄Iζ示される。労働手段の購買つまり固定資本の更新

は， IIの総資本形成の項の一部lζ含まれ，これを縦lζ読む場合{ζ示され，こ

の購買に対応する販売は，乙の項を横)ζ読む乙とによって示される。しかし

ながら，これらの販売・購買は，その結果のみが示されるだけである。以下

についても同様である。

(2) G-A 資本家による労働力の購買は， IIIの賃銀の項を縦に読む

乙とによって示され，これに対応する労働者の労働力の販売A-Gは，賃銀

の項を横に読むことによって示される。労働力の販売の後には，労働者によ

る消費財の購買の段階が続き [A-G-K"， (消費財)]，これは，家計の欄を縦

lと読む乙とにより示される。更に，乙の購買に対して，資本家(消費財生産

部門の)の側での消費財の販売が絡み合う。 これは，家計欄を横に読む乙ど

により示される。かくて，G-A ~こ絡み合いそして ζ れに続く諸過程は，述

関表の IIの家計の欄と IIIの賃銀の欄l乙示される。

(3) (Jーω 単純再生産の場合には，(Jは全額資本家により個人的消費

に用いられる。 しかし拡大再生産の場合には，(Jの一部のみが資本家の個人

的消費に支出される。これは，資本家の消費財購買で，家計のi慨を縦に読む

ことにより示される。そして，この購買に対応する他の資本家の側での消費

財の販売は，家計の欄を横lこ読むことによって示される。家計の欄lこは，労働

者と資本家の消費財購入が，一括して含められている。 gの残りの部分は蓄

積lこ向けられる。ただし現物形態の蓄積のために貨i貯は一定の最低隈額がな

ければならぬから，直ちに g を W~乙転化できない。よって，一部の資本家は

今年度は貨幣形態で蓄積するだけであり，他の一部の資本家は，過年度貨幣

形態で積み立てて来た貨幣が必要額lと達して一拠lと貨幣を投じて現物蓄積を

行う。これは，資本家による追加の生産手段と消費財の購買であって，表の
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総資本形成と在庫増の項を縦lζ読むことにより示される。そして，とれに絡

み合う他資本家の生産手段と消費財との販売は，上記再欄を横l乙読む乙とに

より示される。なお，総資本形成の欄lとは，労働手段の補壌と蓄積，つまり

固定資本の更新と拡大との両者が一括合められている。と ζろで，上述した

貨幣形態での蓄積は，拡大再生産において必然的に生ずるのであるが，連関

表lとは，現物形態での蓄積のみが反映され，現物蓄積の前提をなす貨幣蓄積

は全く反映されないo g-wは，剰余価値の流通w-g-wの一部であって，

ω-gは WIのー構成分たる剰余価値の実現を意味する。乙のω-gは，連関

表の IIIの利潤の欄lと示されるが， これに対応して絡み合う購買(G-W)は

あり得ない。剰余価値は，資本家にとって何らの等価も要費しない価値であ

り，新しく作り出された資本家の純所得だからである。ところが，連関表で

は，利潤を企業者の生産的サービスの購買と見なしているのである九

以上のほかになお一つ連関表の減価償却の欄が残っている。この欄は

固定資本の移転価値を示しているのであって，国定資本の年磨損価値の実現

(W-G)を示している。これは，購買を伴わざる販売たる減価償却基金の積

み立てであって，個別資本は国定資本の更新額に達するまで貨幣形態で蓄蔵

する。かくて，ここに必然的lと蓄蔵貨幣が生ずるが，連関表には本年度の新

たな蓄蔵貨幣だけが反映される。減価償却 (W-G)に対応する購買は，固定

資本の更新であって，前述のように，総資本形成の欄を縦に読むことにより

示される。これは，販売を伴わざる購買であって，個別資本は従来積み立て

て来た蓄蔵貨幣たる減価償却基金を一拠に投下するのである。かくて，減価

償却の欄は，W-Gのみが示されるのである。

次l乙，商品資本の循環範式における販売 WI-σの方は，上に述べて来
た購買の3種類の流通を裏がえせば，そのままあてはまる。

以上，総括するに，商品資本の循環のうち，WI-GIは，連関表の Iと

IIの横欄lζ，G-Wとgーωは，その縦欄に反映されている。そして， G-

W とg-wとに絡み合う別個の流通が， IIIにおいて反映されている。賃銀
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の欄では，労働力の販売と購買が示され，減価償却と利潤の欄には，価値の

実現(W-G)のみが示されている。減価償却と利潤以外の全ての部分では販

売 W-Gと購売 G-Wとの両方が，表の横と縦とを読む乙とによって反映

されるのである。それから，連関表は，社会的総資本の運動の必然的な要因

たる蓄蔵貨幣を全く反映しない点は留意すべきである。

2 

われわれは，連関表が商品資本の循環をいかに反映しているかを考察し

たが，商品資本の循環の分析は，商品資本たる社会的総生産物の諸構成部分

の絡み合いの分析に向かわざるを得ない。乙れは社会的総資本の再生産と流

通の分析であるから，次lζ，連関表が，社会的総資本の再生産と流通の過程

を，いかに反映しているか考察しよう。

拡大再生産において，社会的総生産物の各価値部分は，不変資本(C)，可

変資本 (V)，資本家の個人的消費 (mI()，蓄積不変資本 (mC)と蓄積可変資本

(mv)すなわち C+V+mI(十mc+mvの如く配置される。この各部分が連関表

においていかに反映されているかを，ここでは前に捨象した不生産部門の問

題も入れて考察しよう。連関表の模欄は，社会的総生産物の配分先を示して

いるのであるから，横概を見ていく。

連関表の最終需要の中の総資本形成のうち労働手段の補填，つまり固定

資本の更新部分と，中間需要のうち不生産部門を除いた残りの部分とが，労

働手段と労働対象の補填価値たる Cfζ対応する。家計の欄は VとmI(iこ

対応する。 mcのうち固定資本の蓄積 n1p は，総資本形成の項のうち上記更

新部分を除いた新投資部分であり，不変流動資本の蓄積 n1zは，労働対象の

形での在庫増の欄に対応する。 1nviζ対応するのは，在庫増の項目のうち消

費財の形のものである。なお，在庫増の項については更に考察する必要があ

る。均衡を前提とする理論的な方程式体系と，実際に現実を反映する連関表

との聞には，ギャップが生ずる。すなわち，現実の経済では，全生産物が実

現されるとは限らず，売れ残りの意図せざる在庫が生ずる。連関表では，在

8 -
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j京変動の項に意図せる在庫と意図せざる在庫とを一括して含めている。これ

は，両者を実際に区別するのは不可能だからである。意図せる在庫は，いわ

ゆる在庫投資で蓄積部分の一種であり，前述のように mzとmvとである。

これら両者は，本年度lとは消費されないで蓄積されている。在庫増の墳には，

二種の蓄積部分と売れ残りの滞貨部分との本質的に異なる三つの部分が，区

別されずに一括して示されているのである。次に，中間需要のうち不生産部

門に向けられる生産物についてであるが，乙れは，社会的経、資本の視点から

は生産手段の補填ではなく，生産部門で生産された剰余値価または国民所得

から再分配され支出された不生産的消費の一種である。したがって，乙の部

分は剰余価績の不生産的消費たる mJ(の一部lと他ならない。よって，中間需

要の項は， Cの一部と，mKの一部を反映していることとなる。

乙のように，連関表の横欄は，社会的総資本の再生産と流通過程の全側

面(ただし，前述のように蓄蔵貨幣の側面は除く)を反映してはいるのである

が，表の各項目が，拡大再生産上の配置 (C+V+mK+mC十mv)!ζ即して正

しく分類され区分されていない九 本来本質的に異なる構成部分が区分され

ずに一括して示されている。すなわち，中間需要には， Cと不生産部門の物

的消費たる mJ(の一部が， 総資本形成には， Cの一部と mcの一部たる mp

が，在庫増lこは mcの一部たる mzとmvが，家計lζは Vと1nKの一部

とが，それぞれ区分されずに一括されている。

かかる混乱が生ずるのは，次の理由による。元来連関表の基本構想は，

個別企業の簿記的計算を全部面にわたって結合させることにある九 つまり

個別資本の収支計算の視点に立って，これを集計したものである 10)。個別資

本の見地においては，各個別資本が生産部門の資本であろうと，不生産部門

のそれであろうと全く差異がない。 ともに G-Oの運動を行なう点におい

て両者は全く同一である。また，個別資本の生産物が，他の資本の生産手段

の補壌に向けられようと，国民所得或いは剰余価値によって購入されようと，

個別資本にとっては全く差異がない。しかしながら，社会的総資本の運動の

9 -
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一部分として個別資本の運動を見るとき，生産部門と不生産部門の区分，生

産手段の補壌と国民所得の区分等，一般に C，V， mx， mc， mvの区分は本質

的に重要であり，社会的総資本の再生産の視点から，これらは区分せざるを

得ない。結局，連関表は社会的総資本の運動を反映しておりながら，これを

個別資本の運動のたんなる総和，築計として反映しているのである。

初期の連関表では，生産手段の補填部分と，新しく蓄積された部分とを

区分しないで，両者を一括表示している。たとえばレオンチェフは， 1919 

年の表について， I企業の支出を，これら二種類(経常生産費と追加投資)の支

出に対応して，二つの部分に分けるという試みは企てていないJと述べてい

る11)。つまり国民総支出の一部たる追加投資部分を，生産手段の補填と区分し

ないのである問。かくて，かかる表では，国民所得の動きが全く不明である。

ここに，個別資本の勘定のたんなる集計として社会的総資本を反映する連関

表の基本性格が最も明瞭に表われている Oこの点に関し，初期の連関表の形式

に比して，追加投資を最終需要に含めて区分したいわゆる開放模型の現行形

式は，社会的総資本の再生産と流通過程の反映としては，一歩前進といえよう。

連関表は，商品資本の循環を反映するのであるから，流れを示すのみで

あって，現在高は示さない。固定資本も不変流動資本も，その変動量が表示

されるだけで，絶対量は表示されない。この ζ とは，再生産の行なわれる物

的条件は表示されず，ただ1年間の生産物の流れだけが表示されるというこ

とである。ここに，連関表と国富統計との結合の必要性がある 13)。また，固

定資本の稼働状態も連関表には示きれない。連関表は，稼働している設備に

よる生産物の流れを示すだけである1九

1) W. W. Leontief: The Structure of Am巴ricanEconomy， 1919~1939. 2 nd ed. 

(以下 Structureと略称する) 1951， p.143 (邦訳139頁).

2) ibid. p. 148 (邦訳144頁).

3) 1:単位行列，A:投入係数の正方行列，[]':[]の転置行列，X:i童出量，P:価格

4) ワルラス体系では，生産物の需要方程式，供給方程式が全価格の函数として与えられ

ている。乙の点に，レオンチ zフ体系との一つの差異がある。
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J. Balderston: Models of General Economic Equilibrium， Economic Ac-
tivity Analysis， Morgenstern ed. 1954， p. 29. 

レオンチェフ体系とワノレラス体系とのその他の差異については，次の文献参照。

壬1.Platt: 1nput Output Analyse. 1957， S. 43~48. 

5) H. Platt: a. a. O. S. 51. 

6) IIIの欄の減価償却・貨銀・利潤を区分せずに三者を一括して示すことが多い。 産業

速関分析自体にとっては，この部分は分析の鎚閣外だからである。我が国の通産省の

表，アメリカの 1947年表，イギPスの 1935年表等がそれである。

通産省調査統計部編: 日本経済の産業連関分析，附表(本表).

W. D. Evans & M. Hoffenberg: Th巴1nterindustryRelations Study for.1947. 

R. E. & S. 1952. p. 111. 

T. Barna: The 1nterdependence of the British Economy， Journal of the Royal 
Statistical Society. 1952， Part 1， p. 52~53. 

上記3者を区分した表として，例えば，次意で取り上げる我が閣の表のほか，ノ

Jレウェー・ポーランド・ハンガ日等の表がある。

L. Johansen:: A Multi-S巴ctoralStudy of Economic Growth. 1960， p. 66. 

O. Lange: 1ntroduction to Economics. 1959， Appendix 11. 

3. KeHerneH: 口epBbI註BeHrepCKH首 6aJJaHCMe}IWTpaCJJeBblX CB5!3e誼1957

ro瓦a. BecTHHK CTaTHcTHKH， No. 4， 1961 

7) レオンチ Z フは，次のように述べている。「その所有主に対して支払われる利i閣は，

すべての経常的な運転費用・購入・機械の置換等に関する支出とともに，借方に記載

さるべきものと考える」

W. W. Leontief: Structur巴.p.12 (邦訳12頁).

8)社会的総生産物の拡大再生産上に占める位置に即して，各項目が区分された連関表形

式の表の例として，次の文献参照。

f. 11. fpe6U:OB H IT. IT. KaprrOB: MaTepHaJJbHble 6aJJaHCbI B HapO，l¥HOxO・

35!HCTBeHHOM rr且aHe. 1960， CTp. 230. 

9) W. W. Leontief: Structur巴.p.12 (邦訳12頁).

10) この点，社会会計の方法と器本的に同一である。社会会計の方法にたいする理論的検

討として次の文献参照。

能勢信子: 社会会計と企業部門，企業経営研究年報(神戸大)VII 1957. 

11) W. W. Leontief: Structure. p.28 (邦訳29頁)。

12)ζのような形式の表は， レオンチェフより以前に， 1925年にソピェトで， また 1933

t年にドイツの K油l巴rによワて提起きれている。両者ともに，諸部門の財貨の流れの

表示にとどまる。

11. Mopo3oBa: ITepBbI首 6aJJaHC Hapo瓦日oroX035!詰CTBaCCCP. BecTHHK 

11-
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CTaHCTllKH， No. 4， 1958， CTp. 40. 

A. Ott: Platt rrnput Output AnalyseJ， Jahrbuch巴rfur Nationalokonomie 

und Statistik， Mai 1958， S. 197 ~200. 

13) オパーリンは，連関表形式の表に，悶定資本の絶対量を示す欄を附加した表を提起し

ている。

且.OnapHH: CTBopHalI cxeMa pacumpeHHoro BOC[]POH3Bo~cTBa. BecTHHK 

CTaTHCTHKH， No. 1， 1961， CTp. 29. 

14) T. Barna: The Structural Int巴rd巴p巴ndenceof the Economy. 1956， p.26参照.

u. 社会的総資本の再生産と流通の分析

一一産業連関表の組み替え一一

1 

前章で，述関表は社会的総資本の再生産と流通をいかに反映しているか

を考察した。本章では，我が国の昭和 26，30年の連関表りを素材としてこれ

を対象を正しく反映する形に組み替えることによって，社会的総資本の再生

第 1表

123・・・・・・343536
A B C D E F G 総

謁トヤt 政 総 在 特 輸 控 生
言1・ }釘 本資 庫 除

消 消 形 純 輸
費 主主 成 t曽 需 出 入

1 食用農産物

2 繊維原料農産物

3 

26 ガ ス

27 電 力

28 運輸・通信

29 建設補修

30 商 業

31 金融・不動産
サービス

- 12-
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123・.....3435 36 A B C 
。E Iず G 仙.vF.¥.. 

き夜 童文
総資本
主主 t待 議お 主主 主主

言十 府 鐙 除
鐙

?自 t符 形 総 号議

3菱 まま 成 土議 告書 ifI 入 額

32繊維懸

36分類不明

王間 主義 税

双 {主宣義主)格段j金

減資本滅終

lV初 j筒

V 主を綴給料

総 3芝 出 滋

一

と -罰民所存の得分艇の問題与をも

1表)。

昭事IJ30 ある。

，際大な官庁統計の結合体系であるが， ζζでは殺計数イ{僚の正

確，!弘信頼性の吟味は書いて，ぞのまま黒いることにする。統計数纏の吟味

の前i乙， そ きれなければならない。以

下の作業では，統計植築関を，経済学的範障に窓じて正しく分類?獲理して，

Cれを組み替える乙とによって，官庁統計の批判的務用の一例を示すことぞ

も;窓顕している。

は，君主説経済の誇部門に関して生護部門と不生産部丹とは全く

間一王手話上で扱われ再審の区分がなされてないのであるが，組み替えにあた

り，先ず謁部門のIK分をしなければならない。欝述のよう

された国民所得の荷分配によって娃持されるもので，

資本の持生産の読点からは，両者は全く異なるからである c

- 13-
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産部門の規定をめぐって多くの議論があるが， ζ とこでは，との開題?と立ち入

ることは省いて，議開表における中間諜獲の誇部門のうち商業・金融・不動

産 .ÿ~ ピスの各部門会不主主患部門とし，妻美りを生護部門とする o

において生産される社会的総生r薬物を，

と浴室き財たる第ニ部門との荷部門に分割する。

る根拠は次の点にある。すなわち，生謹物の消費百きれる形態は，

と不生鐙的湾雲寺の二器類だけである。前者が第一部門，後者が第二部門

lζ外ならない。したがって，社会的生産物は先ずニ部門に分割されなければ

ならないのである。ニ部門以上の分割払基本部なニ部門の産部門として行

なわれなければならないる と，各生三室物の首日分先が示され

ているから， ζれによって，各生産物をi海部門に分刻することがで念る。

中龍穏要のうち生成部門へ配分される生産物は，持れも生産において労

働対象{原材料〉として機能しているので品うるから， 第一部門の生産物であ

るo 総資本形成の項iζ配分される生産物は，労鋤乎段として機能するのであ

るから，これも第一部門の生産物である。ただし総資本形成の壌には，

産部門の間建設備(例えば病院・劇場の建物等)も含まれている。 ζれらは，

純生産物からの控i訟であって， はない。すなわち，これらは?

されるのでなく， K消費2されるのであるから，第ニ怒門

見なすべきなのである。しかして，いわゆる

資本形成の内容が各部門別に表示されてないので，

は，

底部して取り総く ζ とは不可能であるへ よって，止むを得ず総資本形或の

する。家計に詑分ぢれる生産物は，儲人的消費財

ある。政府消費に向けられる生議物は，行政関係の経

常的物件費であるが， ζれは， 1協人的に消費されるのでなく，社会的にそし

される一議の消費財であり，第ニ部門の生産物であるo 中

間常務の項闘のなかの商業・金融・不動産・サ，ーピス郎内へ配分される

物は， ζれらの不生産部門Kおいて不生産的lζ消費され忍のであるから，第

14 



E霊祭遠路淡と社会的総資家の流逝 U.I図

こ部門の生段物であるe は， も消費財も

している慾であって，述関表ではi潟殺を涯分することはさをく不可能である。

よって，ここでは，在差益増の項以外の生産物における河部門の比壊に従って

お燦増の総額を比掲配分し，私康増をと便宜的にニつに区分する。輸出・

される生産物は，階部門に霞分せず一括して全くiJU1協に扱う。

以上の方まえによって，

ればならないのは，

Z露 労働対霊祭{中間穏婆の…部)

総 主著 2字 百予 足立

部 主主 燦 t自
P9 言ト

家 言十

雪害 E支 府 消 Z空

一 サーピス・金徽
苦五 蕗 三発

?~ tE 感 t警

ま議 部 内 絵、 計

{争奪 入)

輸 上包

2部門;ζ分都するに当り， i主:滋しなけ

院の数値は，生産者極格表示であることで

第 2.i!受 単位 長室内

昭和初年 昭和初年

57，437 87，742 

9，245 16，796 

2，016 1，598 

68，698 106，136 

24，852 45，416 

1，853 2，621 

5，492 10，867 

2，110 3，755 

1，037 960 

35，344 63，619 

104，042 169，755 

(7，577) (9，536) 

7，616 10，806 

ある。連関表守は，各項箆の商業マ~ìYンは，商業の横都ÔICー殺して詑入さ

れているo よって， ζの数畿を追加して購入老級格表示の生駿額を示す。

しなければならないのであるから，購入者締格表

とるのである。その結楽は，第2表の如くである。ただし， ζの数議は

はなし輸入額も含めた畿である。各部分について輸入額を算

出することが不可能なので，かかる方法をとったのである。

-15 -



経済学研究 20 

2部門分割を行なった各生産物について，次lζ価値視点から， C， V，M 

lζ分割しなければならないが，乙こでは， Cと (V+M)とに分割する。もち

ろん，かかる価値分割を行なうためには二つの仮定を必要とする。一つは，

全部門が資本主義的経営を行なっていること，したがって，全生産物が資本

制商品である ζとである。現実には，非資本市i的経営のものも，迷関表l乙は

混在し，したがってたんなる商品も混在しているが，連関表に示されている

生産物を全て商品資本であると仮定する。第21ζ現実の各部門の価額は価値

l乙等しいとは限らないが， 乙こでは両者は等しいと仮定する(生産価格の問

題等は捨象する)。

連関表を縦lζ読むと，各部門の購買が，したがって費用構造が示される。

しかも利潤も表示されているので，結局，縦欄は，価値構成を反映している。

各縦欄について，中間需要の項目のうち不生産部門を除いた残りは，労働対

象の価値移転部分を反映しており， Cの一部である。ここで，商業の項は C

lζ含める。何故なら，前述のように，商業マ{ジンは一括商業の欄に含めら

れているから，購入者価格表示での Cを算定するためには，商業の項を CI乙

含めなければならないのである。中間需要の残りの項目，金融・サ{ピス等

への支出(例:広告費等)は，生産部門で創出された剰余価値からの控除であ

って，生産手段の移転価値すなわち Cを構成するものではない。それから，

資本減耗の項は，労働手段の価{直移転分を示し， Cの一部である。輸入の項

も，原料等の輸入であるから Cに含める。

上の方式によって， 各生産部門について Cの総額を算定し， さらに連

関表の縦欄総計たる各部門生産総額(生産者価格表示)に占める C(購入者価

格表示)の比率を算定する。 この比率を，二部門に分割された中間需要の諸

部門生産額(乙れは偲別部門については，生産者価格表示である)に乗じて，

各個別部門生産物の Cを算定する。この各個別部門生産物の Cを総計して，

これを第2表に示された第一，第二両部門の総生産高から控除した残りが，

(V+M)である。乙の (V+M)には，商業マ戸1/ンも含められている。何故

- 16-
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なら，第 2 表の総生産額は，商業マ ~V' ンを含めた購入者価格で表示されて

いるからである。

更に Cと(V+M)とに分割し2部門l乙分割した総生産物を，かくて，

た算定結果を，再生産表式の形式lこしたがって表示すると次の如くである。

億円)

輸出

7，616 

数値は，何れも時価評価である。

(単位

43，919 C，十24，779(V，十M，)= 68，698 

15，815 C2十19，529(V2十M2)= 35，344 

I 

II 
昭
和
ご
十
六
年

59，734 C +44，308 (V十M)= 104，042 

(輸入7，577)

輸出

10，806 

59，763 C，十46，373(V，十M，)= 106，136 

33，607 C2十30，012(V2十』ゐ)= 63，616 

I 

II 

93，370 C +76，385 (V+M) = 169，755 

(輸入9，536)

昭
和
三
十
年

2 

社会的総資本の再生産と流通過程は，社会的総生産物と国民所得の生産

同時-分配・再分配・最終消費の連続せる段階のたえざる繰り返しであり，

にζれらの過程は，相互に絡み合っている。すなわち，生産物の生産とその

実現 W-Gには， ζれに対応して生産物の最終消費G-Wが絡み合ってお

国民所得の分配・再分配の過程が介在するのである。り，両者の間に，

社会的総生産物と国民所得の生産(1) 

生産された社会的総生産物の総価額は， 26年 104，042億円， 30年 169，755

億円であるが，社会的総生産高の算定に関し，生産手段の重複計算の問題が

ある。生産手段の価値は， 間一年度内に他の生産物の生産手段としてその生

このため，第一部門生産物の総額は重複計算を含ん

だものとなる。乙の部分は，第一部門生産物の中の価値移転部分たる C，部分

産物の価値に入り込む。

ζの数値は，重複計算を含み，企業の結合度の変化に伴って変動であって，

する ζ ととなる。第二部門の消費財は，他の生産物の生産手段となることは

-17 -
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ないから，第二部門生産物については，重複計算はあり得ない。第一部門生

産物については，使用価値としては何ら生産量が変化しないとしても，企業

の結合の程度が変化して集計する段階が変動すると，その総生産物価値は変

化する。社会的総生産物価値は，一時点、の大いきではなくて一定期間の大い

さである。したがって，乙の一定期間例えば1年聞に，生産手段の価値が他

の生産物の価値に入って行くという価値の運動が生ずる以上，重複計算は必

然的lζ生ずる 3) 生産構造を見る場合，重複計算を除く乙とは，かえって経

済部門聞の関連を見失わしめて，不都合を来たすのであるぺ連関表におい

ても，重複計算の問題があるが，レオンチェフは， r重複計算項目の削除は，
当該産業閣の相互連関の機構を記述するすべての統計資料を，われわれの記

録から削除する ζとを意味する。しかし純所得の流れの大きさやその変動を

決定するのは，まさにこの機構である5リと述べている。

社会的総生産物価値から，生産手段の移転価値 Cを控除した残り V+M

が純生産物つまり国民所得で，新らしく作り出された価値量である。国民所

得は，分配された個々の所得の総計としてではなく，先ず生産の側面におい

て純生産物として把握されねばならない。

(2) 国民所得の分配・再分配

生産部門において生産された国民所得が，資本主義社会の基本的諸階級

に分配され，さらに不生産部門に再分配される。ただし，労働者階級への分

配というのは，いわば擬制的関係であって，元来労働者の所得たる賃銀は，

労働力の価格である。連関表の生産部門についての賃銀給料の横概総計には

生産的労働者の賃銀 Vの外IC:，本来M の一部たる重役の給料や不生産的労

働者の賃銀等も含まれているが，表では区分し得ないので，横欄総計全額を

VIこ対応するものとして算定すると，国民所得は，次のように第一次分配が

なされる。

昭和26年

44，308一|一11，219V 
V十M 1-33，089且f

- 18-
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Vは，生産的労働者の賃銀総額であり，M は，生産部門の資本家の所

得総額であり，何れも本源的所得である。なお，ことで剰余価値E容を算定す

ると次の如くである。 Vが過大に評価されている以上剰余価値率は過小評

価されていることは言うまでもない。

昭和26年 295 % 昭和30年 261% 

ζれらの本源的所得が，商業・サービス等不生産部門lと再分配される。

不生産部門では再分配された所得が，賃銀・物的費用およびサ{ピスに支出

され， 残余はこれらの部門の資本家の所得となる 6)。物的費用の支出は，最

終消費の過程と絡み合っており， ζの部分は所得として現象しないが，社会

的総資本の再生産の上からは M からの控除にほかならない。 不生産部門の

労働者，資本家の所得は何れも派生所得である。産業連関論には，国民所得

の再分配の概念，したがって本源的所得と派生的所得の視点は欠除している

が，連関表には，国民所得が分配および再分配された最終的結果のみが表示

されている。以下，連関表によって，再分配の内容を明らかにする。

商業部門では，購入者価格と生産者価格との差額たる商業マ{グン総額

が，国民所得の再分配額である。この再分配額が欠のように配分される。

昭和26年 昭和30年 (単位億円)

l一物的費用 2，110 |物的費用 3，755 

9，599-1ー賃 銀 1，890 16，499ー|ー賃 銀 3，246

|ー資本家所得 5，599 」資本家所得 4，498 

(サーピス支出を含む) (サーピス支出を含む)

金融・サ{ピス等の不生産部門では，Mからの控除として支出され，ま

た個人および不生産部門相互から支出される再分配総額が，次のように配分

される。

昭和26年 昭和30年 (単位億円)

l一物的費用 5，492 i一物的費用 10，867 

13，859ー|ー貨 銀 2，788 31，663一|一賃 銀 8，964

!ー資本家所得 5，579 '-資本家所得 11，832 

(サーピス支出を含む) (サーピス支出を含む)

- 19-
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以上の本源的，派生的所得が，さらに財政機構を通じて再分配され，政

府部門における公務員等の派生所得が形成される。政府部門では次の如く配

分される。

昭和26年

!一物的費用 1，853 

5，090-1-賃銀 1，962

|ーサーピス支出 1，275

昭和 30年 (単位億円)

l 物的資用 2，621 

8，919-1ー賃 銀 4，306

| サービス支出 1，992

国民所得の分配・再分配の結果たる各所得は， (欠lこ，物的財貨の購入た

る最終消費の段階に入る。ただし，上述の商業部門・不生産部門・政府部門

における物的費用の項は，それ自体最終消費の段階である。

(3) 社会的総生産物と国民所得の最終消費

最終消費の段階は， 生産手段(労働手段と労働対象)の補填， 不生産的

消費(個人的消費と不生産部門の物的消費)および蓄積への社会的総生産物の

配分である。

生産手段の補填 労働手段の補填すなわち固定資本の更新部分は，連

関表の総資本形成の欄{ζ表示されているが，乙の欄には，更新部分と新投資

とが一括して含められている。したがって，連関表からは，圏定資本更新部

分は確定できない。ただし，固定資本の貨幣補填たる減価償却部分は，連関

表から算定できる。単純再生産の場合には，減価償却額と固定資本の更新額

を問ーの大いさと仮定することができる。しかしながら，拡大再生産の場合

には，原理的l乙間定資本の貨幣補填たる減価償却額は現物様填たる更新額よ

り大である九かくて，連関表からは，労働手段の現物補填の大いさは全く

確定できないのである。

固定資本の減価償却額と吏新額との差額は，固定資本に対する追加投資

として表われる 8)。 乙の追加投資は，価値的lζは拡大でないが，素材的には

拡大であるべ固定資本の現物補填とこの差額追加投資の合計が，減価償却

額lζ等しい。われわれは，画定資本の現物補填の大いさを求めることは断念

- 20ー
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して，現物補填プラス差額追加投資たる労働手段の価値的補填の大いさを算

定する。この大いさは，減価償却額の大いさに等しい。総資本形成総額から

減価償却額を控除した残りが，固定資本の価値的拡大部分であり，剰余価値

からの蓄積部分たる 1np である。次lζ，労働対象の補填額は，第2表から底

ちに求められる。 かくて，生産乎段の補填額は労働手段の補填額(現物補填

額プラス差額追加投資額)と労働対象の補填額との合計で， 乙の値は生産手

段の移転価値と一致する。

不生産的消費 個人的消費は，家計消費であって ζれは第2表から明

らかである。不生産部門の物的支出は，商業・サ戸ピス・政府部門へ配分さ

れた生産物で，乙れも第2表から直ちに算定できる。

蓄積 不変資本の蓄積のうち固定資本の蓄積 m.p'は，前述のように総

第 3表

昭和 26年 昭和 30年

億円 の比率 億円 の%比率
% 

1.生産手段の補喫(c) 49，734 93，370 

労 働 手 段 2，297 5，628 

労 働 対 象 57，437 87，742 

2. 不生産的消費 (V十mJi') 34，307 77.4 62，659 82.0 

イ悶 人的 消 資 24，852 56.1 45，416 59.5 

不生産部門の物的消費 9，455 21.3 17，243 22.6 

政 月予 1，853 4.2 2，621 3.4 

商 業 2，110 4.8 3，755 4.9 

金融・サーピス 5，492 12.4 10，867 14.2 

3. 蓄 積 (mc十mv) 10，001 22.6 13，726 18.0 

国 定 資 本 6，948 15.7 11，168 14.6 

不変流動資本 2，016 4.6 1，598 2.1 

可 方ラ討に 資 ヌド 1，037 2.3 960 1.3 

支出国民所得 (2十3) 44，308 100.0 76，385 100.。
総 104，042 169，755 

'-.21 -
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資本形成マイナス減価償却額として算出できる。不変流動資本の蓄積mzは，

第一部門の在庫増に，可変資本の蓄積 mvは，第二部門の在庫増の項に対応

する。乙れらは，何れも第2表により求められる。ただし，前述のように，

在庫増の項には，さらに売れ残りの滞貨も含まれているが，この額は確定で

きない。一応，滞貨部分を無視して，以上の方式により最終消費の各局面を

総括して示すと第3表の如くである。

支出国民所得は，社会的総生産物価値のうち，生産手段の補填(価値的

補填)を超過する部分であるから，不生産的消費と蓄積との合計であり， 素

材的には消費財と価値的拡大に対応する生産手段とである。乙の額は，生産

国民所得額と一致する。ここで，両者を一致させているのは，支出国民所得

中に仮lと含められている未実現の滞貨部分である。なお，支出国民所得中に

占める各項目の比率をも算定して，第3表に示した。連関表を組み替えるこ

とによって，支出国民所得の構成を示すととができることは，連関表の大き

な長所である。通常の国民所得統計には，不生産部門の物的消費が示されて

ないので(この部分は費用と見なされて国民所得に計上されない)，組み替え

が不可能である。

以上，連関表を社会的総資本の視点から組み替え，連関表という統計資

料の集大成l乙依拠して，社会的総資本の再生産と流通の各局面を分析した。

なお，連関表はそれ自体として各部門聞の物的連関を詳細に表示する一覧表

としての独自な意義をもっていることは否定できない。

1) 昭和26年の表は，通産省認査統計部編， 日本経済の産業連関分析1957，付表(分析

用 36部門)による。昭和 30年の表は，経済企画庁・農林省・通産省・行政管理庁・

総理府統計局の共同によって作成された 124部門の通関表による。

2) 動学的連関表では，この区別が可能であろう。

3) F. Behrens: Bruttoprodukt問 1 und Kooperation， Probleme der politischen 

Okonomie. 1957， S. 206参照.

4) M. Bop: HeKOTopble MeTO江OJIOrWleCKHerrp06JIeMbI pa3paBoTKH rr，7!aHOBOro 

6aJIaHCa HapO.D:HOrO X03宜詰CTBa. BorrpOCbI 3KOHOMHKH， No. 1， 1958， CTp. 5，参照.

- 22~ー
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5) W. W. L巴ontief: Structure. p. 20 (邦訳20頁).

6) 国民所得の再分百日過程については，

rr. M. MOCKBIIH: BOrrpOCbI CTaTIICTIIKll Hal.(HOHaJIbHOrO ，noxo，na CCCP. 1955， 
CTp. 114，参照.

7) E. D. Domar: Depreciation， Replacement and Growth， Essays in the Theory 

of Economic Growth， 1957， p.154~194 (邦訳 183~228 頁).

都留意人・高須賀童話博: 再生産表式と固定資本の補填，経済研究， 10巻4号.

8) 兄.A. KpQHPO瓦 06Il.(eCTBeHHbI首rrpo且yKTII ero cTpyKTypa rrpll COl.(HaJI1l3Me， 

1958， CTp. 425. 

登倉三子雄: 産業循環論， 1960， 77~79 頁.

9) B. A. BOpOTllpOB: Bocrrpo1l3Bo瓦CTBO OCHOBHbIX やOH瓦OBrrpOMbIIIIJIe紅白OCTll，

1958， CTp. 86， 90. 

むすび

連関表は，対象をいかに反映しているかをめぐって考察してきたが，問

題点を要約すると次の如くである。

1. 連関表は，商品資本の運動を，商品資本としてでなくたんなる生産

物の運動として，結果についてだけ反映している。貨幣資本，生産資本の運

動は反映されず，したがって資本の流通過程のみが反映されている。

2. 連関表は，社会的総資本の流通過程を反映しているが，社会的総資

本の再生産において占める各構成部分の配置に応じて表の各項目が正しく分

類されていない。

3. 連関表lζは，社会的総資本の拡大再生産過程において必然的l乙生じ

る蓄蔵貨幣(貨幣蓄積，減価償却基金)の運動が，全く反映されない。

4. 連関表は，個別資本の会計簿記的視点l乙立脚しており，社会的総資

本の運動を，個別資本の収支計算のたんなる総和，集計として反映している。

社会的総資本を反映する場合，個別資本の運動は，他の社会的資本の運働と

の関連において把握されねばならぬ。

5. 述関表は，上述の限界をもっているが，社会的総資本の流通の物的

- 23 
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側面，由民所得の循環一等の具体的分析をなすにあたり，利用可能な統計資料

の表示形式である。

6. 連関表の組み替えに関して，記載されている統計資料の正確性，信

頼性の吟味は，今後の課題である。
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